
規約 補足 

福岡地域戦略推進協議会 規約 

 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この会は、福岡地域戦略推進協議会（以下「本会」という。）と称する。 

（目的） 

第２条 本会は、福岡のポテンシャルを活かした国際競争力の強化を通じて、産学官

民が一体となり、地域の成長戦略の策定から実施までを一貫して行うことにより、

福岡都市圏の持続的な成長を図ることを目的とする。 

（活動） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、福岡都市圏を中心として、次の活動を

行う。 

(1) 福岡都市圏の地域診断や成長戦略の策定 

(2) 地域の成長戦略に基づく個別プロジェクトの構築・推進 

(3) 活動に対する理解・賛同を得るためのパブリック・リレーションズ 

 (4) その他、本会の目的を達成するために必要な活動 

２ 本会の活動においては、特定の団体又は個人の営利を目的とした活動は行わない。 

第２章 会員 

（種別） 

第４条 本会の会員は、本会の目的及び活動の趣旨に賛同する、次の種別の会員をも

って構成する。 

(1) 正会員 

その意思に基づき本会の活動を推進するもので、応分の負担をしつつ、その目

的達成に向けて貢献できる団体又は個人 

(2) 特別会員 
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本会の活動を支援・推進するもので、本会の依頼に基づき加入した団体又は個

人 

(3) 賛助会員 

その意思に基づき本会の活動を支援するもので、一定の負担をしつつ、その目

的達成に向けて貢献できる団体又は個人 

２ この規約に定める以外の会員に関する事項については、必要に応じて幹事会で定

める。 

（入会） 

第５条 本会に入会を希望する者（顧問を除く。）は、幹事会の承認を得て入会するこ

とができる。 

２ 公序良俗に反する者は、入会することができない。暴力団及びその構成員、並び

にこれに類する者は、本会に入会することができない。 

（会員資格の喪失） 

第６条 会員が、次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届を提出し、退会届に記した退会日が到来したとき。 

(2) 会員である団体が消滅したとき。 

(3) 除名されたとき。 

(4) 本会が解散したとき。 

２ 会員資格を喪失した者は、会員としての一切の権利を失い、すでに納付した金銭

その他本会の資産に対し何等の請求をすることができない。 

（除名） 

第７条 会員が、次の各号の一に該当するに至ったときは、幹事会の議決により、こ

れを除名することができる。 

(1) この規約に違反したとき。 

(2) 正当な理由なく会費を滞納し、催告を受けてもそれに応じず、納入しないとき 

(3) 入会後に第５条第２項に該当するような者と判明したとき。 

＝正会員＋特別 

会員＋賛助会

員 
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(4) 本会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

２ 前項の規定により、会員を除名しようとする場合は、その会員の希望があれば、

議決の前に当該会員に弁明の機会を与えなければならない。 

（退会） 

第８条 会員は、退会届を、退会を希望する１ヶ月前以前に幹事会に提出して、任意

に退会することができる。 

（年会費） 

第９条 年会費は１口５万円とし、正会員は６口以上、賛助会員は１口以上を、入会

日から3ヶ月以内に支払わなければならない。 

２ ただし、幹事会で特に認める場合にはこの限りではない。 

（協賛金等） 

第１０条 本会は、活動に用いる費用として、年度ごとに協賛金等を募ることがある。

会員は、年会費とは別に、協賛金等を負担することができる。 

 

第３章 役員等 

（種別及び定数） 

第１１条 本会に役員を置く。 

(1) 会長    １名 

(2) 副会長   ３名以内 

(3) 監査役   ２名 

(4) 幹事    １５名以内 

(5) 部会長   ５名以内 

（選任） 

第１２条 会長、副会長は、会員の代表者の中から総会において選任する。 

２ 監査役は、総会において指名された会員が推薦した者を、会長が選任する。 

３ 幹事は、総会において指名された会員が推薦した者を、会長が選任する。 
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（職務） 

第１３条 会長は、本会を代表し、総会を統括する。 

２ 副会長は、協議会の活動に対して大局的な見地から助言等を行う。 

３ 幹事は、幹事会の構成員となり、総会の議決に基づいて会務の執行にあたる。ま

た、幹事の互選により幹事長を選出し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたと

きは、幹事長が代行する。 

４ 監査役は、本会の会計を監査し、総会に報告する。 

５ 部会長は、幹事会の構成員となり、担当する部会を統括する。 

（任期等） 

第１４条 役員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とす

る。 

３ 役員は、無報酬とする。 

（顧問） 

第１５条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、協議会の活動に対して専門的立場から助言等を行う。 

３ 顧問は、会長が選任する。 

４ 顧問は、無報酬とする。 

第４章 総会 

（構成） 

第１６条 総会は、正会員及び特別会員をもって構成する。 

２ 賛助会員は、総会に出席して意見を述べることができる。 

（機能） 

第１７条 総会は、次の事項を議決する。 

(1) 役員の選任及び解任並びに監査役及び幹事を推薦する会員の指名及びその取消 

(2) 予算の決定 
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(3) 決算の承認 

(4) 事業計画の決定 

(5) 事業報告の承認 

(6) 規約の制定及び変更 

(7) 本会の解散 

(8) 部会の設置・廃止に関すること 

(9) その他本会の重要事項 

（開催） 

第１８条 総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

２ 通常総会は、毎年１回開催する。 

３ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 会長が必要と認めたとき。 

(2) 正会員総数の４分の１以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求が

あったとき。 

（招集） 

第１９条 総会は、会長が招集する。 

２ 会長は、前条第３項第２号の規定による請求があったときは、請求があった日か

ら３０日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所及び議決事項を記載した書面または

電子メールにより、開催の日の少なくとも５日前までに会員に通知しなければなら

ない。 

（議長） 

第２０条 総会の議長は、会長がつとめる。 

（定足数） 

第２１条 総会は、正会員及び特別会員の総数の過半数の出席がなければ開会するこ

とはできない。なお、委任状もしくは書面による表決が提出された時は、出席した
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ものとみなす。 

（議決） 

第２２条 総会における議決事項は、第１９条第３項の規定によってあらかじめ通知

した事項とする。ただし、議事が緊急を要するもので、出席した正会員及び特別会

員の過半数の同意があった場合はこの限りではない。 

２ 総会の議事は、この規約に規定するもののほか、出席した正会員及び特別会員の

過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（議決権の委任） 

第２３条 総会に出席できない正会員及び特別会員は、予め通知された事項について

書面をもって表決し、又は他の出席会員に議決権の行使を委任することができる。 

 

第５章 幹事会 

（構成） 

第２４条 幹事会は、会長及び幹事並びに部会長により構成される。 

２ 監査役は議決権を有しないが、幹事会に参加できる。 

（機能） 

第２５条 幹事会は、次の事項を議決する。 

(1) 会員の入会及び除名の承認 

(2) 総会の議決した事項の執行に関すること 

(3) 総会への付議事項の決定 

(4) 事務局の体制及び運営に関すること 

(5) 部会における部会長の選任 

（開催） 

第２６条 幹事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 会長が必要と認めたとき。 

(2) 幹事の過半数から、幹事会の目的を記載した書面により、招集の請求があった
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とき。 

（招集） 

第２７条 幹事会は、会長が招集する。 

２ 会長は、前条第２号の規定による請求があったときは、請求があった日から１４

日以内に幹事会を招集しなければならない。 

３ 幹事会を招集するときは、会議の日時、場所、審議事項を記載した書面または電

子メールにより、開催の日の少なくとも５日前までに幹事に通知しなければならな

い。 

（議長） 

第２８条 幹事会の議長は、会長又は幹事長が行う。 

（定足数） 

第２９条 幹事会は、幹事及び部会長の過半数の出席がなければ、開会することがで

きない。なお、委任状の提出があるときは出席したものとみなす。 

（議決） 

第３０条 幹事会における議決事項は、第２７条第３項の規定によってあらかじめ通

知した事項とする。ただし、議事が緊急を要するもので、出席した幹事及び部会長

の過半数の同意があった場合はこの限りではない。 

２ 幹事会の議事は、出席した幹事及び部会長の過半数をもって決し、可否同数のと

きは議長の決するところによる。 

３ 幹事会に出席できない会長及び幹事並びに部会長は、書面をもって会長又は自ら

の団体に属する者又は他の幹事及び部会長に、議決権の行使を委任することができ

る。 

４ 幹事会を開催するいとまのない場合は、書面による表決により、幹事会の議決に

代えることができる。 

 

第６章 部会 
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（構成） 

第３１条 部会には幹事会で選任された部会長と、部会に参画する団体により互選さ

れた副部会長を置く。 

２ 部会への参画は正会員、特別会員とする。 

３ 部会の取組において、部会長が必要と判断した場合は、本会の会員以外の者をオ

ブザーバーとして参加させることができる。 

（機能）  

第３２条 部会は、本会の目的を達成するため具体的なプロジェクトの検討を行う。 

２ 具体的なプロジェクト等を実施するためのコンソーシアムを構築することができ

る。 

 （開催） 

第３４条 部会は次に掲げる場合に開催する。 

２ 部会の長が必要と認めたとき 

３ 部会に参画している会員の過半数から、会議の目的を記載した書面により、招集

の請求があったとき。 

（招集） 

第３５条 部会は、各部会の長が招集する。 

 

第７章 事務局 

（設置） 

第３６条 本会の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長その他必要な職員を置くことができる。 

 

第８章 財務 

（収入） 

第３７条 本会運営のための必要な資金は、年会費、協賛金等その他の収入をもって
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充てる。 

（会計等） 

第３８条 本会の会計及び契約等の行為は事務局が行うものとする。 

（事業年度・会計年度） 

第３９条 本会の事業年度及び会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までと

する。 

（事業計画及び予算） 

第４０条 本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎事業年度ごとに会長が作成

し、総会の議決を経なければならない。 

（事業報告及び決算） 

第４１条 本会の事業報告書及び決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、

会長が作成し、監査役の監査を受け、総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

第９章 規約の変更、本会議の解散 

（規約の変更） 

第４２条 規約を変更するときは、総会に出席した正会員及び特別会員の過半数の総

会議決を経なければならない。 

（解散） 

第４３条 本会を解散するときは、正会員及び特別会員の総数の３分の２以上の同意

による総会議決を要する。 

（残余財産の処分） 

第４４条 解散のときに存する残余財産は、総会において、正会員及び特別会員の総

数の３分の２以上の議決をもって、その処分方法を決定するものとする。 

 

第１０章 雑則 
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（委任） 

第４５条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する必要事項は、会長が別

に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１．この規約は、設立総会において設立が議決された日から施行する。 

 

   改正附則（平成24年4月25日改正） 

この改正規約は、平成24年4月25日より施行する。 

この改正規約は、平成26年4月21日より施行する。 
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